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１．社会福祉法等の一部を改正する
法律について
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社会福祉法等の一部を改正する法律（令和８年法律第51号）の概要

等

改正の概要

改正の趣旨

施行期日
令和９年４月１日（ただし、２．②の一部は公布日、２．③は公布後１年６月以内に政令で定める日、１．③及び⑤の一部は公布後２年以内に政令で定
める日、１．⑤、⑥及び２．①の一部は公布後３年以内に政令で定める日）

１．地域の実情に応じた包括的な支援体制の拡充【社福法、介保法、老福法、障害者総合支援法、児福法、困窮法、生保法】
① 小規模市町村における包括的な支援体制の整備を促進する事業(※)を新設するほか、地域住民の支援等を検討する会議を全市町村で設置可能等とする。

※福祉各分野の相談支援・地域づくり事業の配置基準を分野横断的な基準に柔軟化するとともに、あわせて地域住民の取組との協働促進を図る事業を行う。
② 中山間・人口減少地域での地域の実情に応じた配置基準や包括的な評価の仕組みが導入可能となる特例介護サービスの類型（「特定地域サービ

ス」）の新設や、地域のサービス提供主体が少ない場合に市町村が事業として居宅介護サービス等を実施できる「特定地域居宅サービス等事業」の創
設、事業者間の連携強化とそのための事業継続の仕組みの構築、介護予防と地域の支え合いを一体的に実施する拠点を運営する事業の新設等を行う。

③ 頼れる身寄りがいない高齢者等に対する日常生活・入院等の手続・死後事務の支援を行う事業を第二種社会福祉事業に位置付け、あわせて相談体
制等の整備を図る。

④ 成年後見制度や地域における権利擁護事業の適切な利用の支援の中核的な役割を担う「地域権利擁護相談支援センター」を設置可能等とする。
⑤ 中重度等の要介護者を入居させる有料老人ホームに係る都道府県等への登録制度を導入する。また、その入居者に対する相談支援を行う「登録施

設介護支援」等を新設し利用者負担を求める。
⑥ 介護サービス量等の中⾧期推計及び医療・介護連携等に関する介護保険事業（支援）計画の見直しや、介護サービス利用時等の電子資格確認の導

入など介護被保険者証に係る見直しを行う。
２．福祉人材の安定的な確保及び定着支援【社福法、介保法、障害者総合支援法、児福法、士士法、平成19年士士法改正法】

① 関係団体等（公的機関、地域の事業者、養成施設等）で構成する福祉人材確保のための協議会の設置を都道府県の努力義務とするとともに、生産
性向上、経営改善支援等の取組の促進を国及び都道府県の責務とし、関係者の連携を図る関係協議会を設置する。

② 令和13年度までの介護福祉士養成施設卒業者については、経過措置として卒業後５年間は介護福祉士の資格を有することができるものとするほか、
准介護福祉士資格を廃止する。

③ 介護支援専門員（ケアマネジャー）に係る研修受講を要件とした更新の仕組みを廃止するなど、法定研修に係る見直しを行う。
３．支援基盤の強化等【社福法】

① 社会福祉連携推進法人が実施可能な業務を追加（第二種社会福祉事業等）し、社会福祉法人解散時の残余財産の帰属先に地方公共団体を追加する。
② 災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）として活動する人材登録の仕組みを整備する。

質の高い福祉サービスの確保と社会福祉事業等の安定した経営基盤の確立の双方の実現に向けて、多様で複雑な福祉ニーズに対応した包括的な支援を
確保するため、小規模市町村での相談支援等に係る事業や人口減少地域における特例介護サービスの類型の新設、一定の要件に該当する有料老人ホーム
に係る登録制度の創設等の措置を講ずるとともに、福祉人材の安定的な確保や定着を図るため、介護支援専門員の資格に係る更新制の廃止及び法定研修
の見直し等の措置を講ずるほか、介護分野等における質の高い福祉サービスの確保等を図るための都道府県協議会を設置すること、一定の要件を満たす
社会福祉連携推進法人における社会福祉事業の実施を可能とすること等の措置を講ずる。
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１．③ 頼れる身寄りがいない高齢者等・判断能力が不十分な者を対象とする第二種社会福祉事業の新設

○ 頼れる身寄りがいない高齢者等や判断能力が不十分な者に対し、日常生活支援・円滑な入院等の手続支援・死後事務の支援を、利用者のうち一定割
合以上に無料又は低額の料金で提供する事業について、第二種社会福祉事業に位置付ける（福祉サービス・保健医療サービス等利用援助事業）。

○頼れる身寄りがいない高齢者等が地域で安心して自立した生活を継続するための支援策の充実
○判断能力が不十分な者の地域生活を支えるための総合的な権利擁護支援策の充実

見直し内容

緊急連絡先がなく、
入院・入所等の手続ができない

葬儀・納骨等の
死後の手続をする人がいない

法改正後

空き家や残置物の処分ができない

福
祉
サ
ー
ビ
ス
・
保
健
医
療
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
援
助
事
業

＋

又は

福祉サービス利用援助事業

判断能力が不十分な者

日常生活支援
・福祉サービスの利用援助
・日常的金銭管理サービス
・書類等の預かりサービス

医療費の支払等の手続ができない

生活上の課題の例

社会情勢等の変化 等

成年後見制度の見直しの動き

単身世帯等の増加

地域住民が生活支援員として
意思決定支援をしながら
尊厳のある本人らしい生活の
安定を図る互助の仕組み
として機能

○ 単身世帯等の増加が進む中で、頼れる身寄りがいない高齢者等にとって、これまで家族・親族等が担ってきたと考えられる日常生活支
援や入院・入所手続、死後事務などへの対応が生活上の課題として顕在化している。

いわゆる「高齢者等終身サポート事業」はこうしたニーズへの対応策の一つであるが、一定程度の費用が必要となることもあるため、
資力が十分にない者も利用できる事業が求められている。

○ 成年後見制度について、現在、利用の必要がなくなったときに制度利用を終了することを可能とする見直しが進められている。成年後
見制度が見直された後においても、判断能力が不十分な者が尊厳のある本人らしい生活を継続できるよう、地域における成年後見制度以
外の権利擁護支援策を総合的に充実させていく必要がある。

現状・課題

対
象
者
事
業
内
容
利
用
料

無料又は低額

福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
援
助
事
業
の
拡
充
・
発
展

対
象
者

利
用
料

頼れる身寄りがいない高齢者等 ＋ 判断能力が不十分な者

日常生活支援（福祉サービス利用援助事業同様）
地域での生活を営むのに不可欠な支援を行うことが目的

入院入所等手続支援
入退院・入退所等の手続が円滑に進められるよう支援を行うことが目的
例:入退院等の手続支援、緊急連絡先の提供、費用の支払代行

死後事務支援
利用者が亡くなられた後、死後の事務が円滑に進められるよう、事前に準備しておくことが目的
例:葬儀・納骨・家財処分の契約手続支援、行政官庁への届出

事

業

内

容

資力の要件に該当する者については無料又は低額
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１．③ 頼れる身寄りがいない高齢者等への相談支援機能等の強化
１．④ 成年後見制度等の適切な利用の支援

＜頼れる身寄りがいない高齢者等の支援体制の整備＞
○ 地域における頼れる身寄りがいない高齢者等の相談支援体制の整備及び地域資源の活用・開発を推進する観点から、
・ 頼れる身寄りがいない高齢者等からの相談対応について、介護保険制度の包括的支援事業（総合相談支援事業）の相談対象として明確化等すると
ともに、各市町村で地域課題として議論し実効的な課題解決を行うため、圏域ごとの体制づくりを行う観点から、地域ケア会議の実施を地域包括支
援センターに委託できることを明記し、障害や生活困窮等の他分野も含めた関係会議・関係主体との連携を推進する。
※ あわせて、地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の協働・役割分担をさらに進めるため、介護予防・日常生活支援総合事業に係る第一号介護予防支援事
業（介護予防ケアマネジメント）について、居宅介護支援事業所も市町村から委託を受けて直接実施することを可能とする。

・ 頼れる身寄りがいない高齢者等からの相談対応について、生活困窮者自立相談支援事業や障害者相談支援事業の対象として明確化等するとともに、
生活困窮者の見守りも含めた居住の支援を行う地域居住支援事業の対象となることを明確化する。

＜判断能力が不十分な者の支援体制の整備＞
○ 判断能力が不十分な者が成年後見制度や地域における権利擁護事業を適切に利用できるよう支援するため、権利擁護に携わる支援関係者や本人等に
対する相談支援及び地域の関係機関・民間団体の連携体制の整備に関する事務を市町村の努力義務とするとともに、地域における権利擁護制度の適切
な利用の支援の中核的な役割を担う機関として、これらの事務を行うことを目的とする地域権利擁護相談支援センターやこれらの事務の効果的な実施
のために必要な情報の交換や、地域における連携体制の整備に関する検討等を行う会議体を設置できるようにする（センター・会議には秘密保持義務。）。

見直し内容

○ 福祉の各領域（介護・障害・生活困窮）における既存の支援体制の枠組みにおいて、頼れる身寄りがいない者からの相談が寄せられた場合に対応は
しているものの、積極的な体制整備が行われていない現状があり、現在、居宅介護支援事業所においてやむを得ず実施せざるを得ない法定外業務（い
わゆるシャドウワーク）に係る生活ニーズについても、地域全体として対応していく必要がある。

○ 成年後見制度が必要なくなったときに利用を終了することが可能な制度へと見直されることを踏まえ、判断能力が不十分な者が、成年後見制度や地
域における権利擁護事業を適切に利用できるよう、権利擁護に関わる地域の関係機関・民間団体等の連携協力体制を構築する必要がある。

現状・課題
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地域包括支援センター

 包括的支援事業における
頼れる身寄りがいない高
齢者等への相談対応等の
明確化

地域マネジメント
:ネットワーク、社会資源
の創出

居宅介護支援事業所

 介護予防ケアマネジメン
トを市町村からの委託を
受けて直接実施可能

個別的支援
:個々の利用者への
ケアマネジメント 地域包括支援セン

ターの役割の明確
化（会議の実施を
センターに委託で
きることを明記）

 障害や生活困窮も
含めた関係会議・
関係主体との連携
の推進

地域ケア会議

≪介護分野での支援体制のイメージ≫ ≪判断能力が不十分な者の支援体制のイメージ≫



社会福祉法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）
（令和８年５月22日 衆議院厚生労働委員会）

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

九 頼れる身寄りのない高齢者等への新たな支援事業の実施に当たっては、市町村の責任と役割を明確化するため、
大臣指針及び地域福祉計画ガイドラインに当該支援を明記した上で、新たな支援事業を市町村の包括的支援体制の
中に位置付け、地域包括支援センター、生活困窮者自立相談支援機関、社会福祉法人、互助組織等との連携を含め、
適切な役割分担を図ること。また、現行の日常生活自立支援事業における取扱いや実態も踏まえ、社会福祉協議会
において、地域の実情に応じた適切な人員体制の確保が図られるよう、安定的な運営を可能とする必要な支援を検
討すること。
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十 頼れる身寄りのない高齢者等への新たな支援事業の実施に当たっては、本事業が利用料収入による運営を原則と
していることも踏まえつつ、低所得者や生活保護受給者が経済的理由によって必要な支援から漏れることのないよ
う、適切な利用料の設定や減免措置の在り方を検討すること。併せて、行政による実施主体の指導監督、利用者の
権利擁護など適正な運営を担保するための必要な体制の確保に取り組み、本人の事前同意に基づく事業者による死
亡の届出を円滑化する運用の整備等、死後事務支援の実効性確保に必要な措置を講ずること。また、当該事業の具
体的な制度設計に当たっては、対象者の範囲、支援内容、利用者との契約の在り方、死後事務の範囲及び相続関連
事務との切り分け等について、これまでの実践の蓄積を有する社会福祉協議会をはじめ、福祉、医療、法律等の関
係者が参画し、検討を行う場を設けること。併せて、対応困難なケースが社会福祉協議会に集中することのないよ
う、社会福祉法人や民間事業者を含む多様な担い手の参画を促すこと。



社会福祉法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（抄）
（令和８年６月18日 参議院厚生労働委員会）
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政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

六、頼れる身寄りのない高齢者等への新たな支援事業の実施に当たっては、本事業が利用料収入による運営を原則と
していることも踏まえつつ、低所得者や生活保護受給者が経済的理由によって必要な支援から漏れることのないよ
う、適切な利用料の設定や減免措置の在り方を検討すること。また、当該事業の具体的な制度設計に当たっては、
対象者の範囲、支援内容、利用者との契約の在り方、死後事務の範囲及び相続関連事務との切り分け等について、
社会福祉協議会を始め、福祉、医療、法律等の関係者が参画し、検討を行う場を設けること。併せて、社会福祉協
議会における適切な人員体制の確保が図られるよう、安定的な運営を可能とする実情を踏まえた必要な支援を検討
するとともに、対応困難なケースが社会福祉協議会に集中することのないよう、社会福祉法人や民間事業者を含む
多様な担い手の参画を促すこと。さらに、いわゆる「高齢者等終身サポート事業」については、トラブル未然防止
の観点から、優良事業者認定制度の創設等、品質確保のための方策を検討すること。

七、成年後見制度や日常生活自立支援事業における権利擁護支援体制の強化に当たっては、市町村が設置する地域権
利擁護相談支援センターが中核機関としての機能を発揮できるよう、必要な支援を講ずること。



２．第二期基本計画に係る施策の
実施状況について
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令和2年12月末日 令和3年12月末日 令和4年12月末日 令和5年12月末日 令和6年12月末日 令和7年12月末日

成年後見 174,680 177,244 178,316 178,759 179,373 180,828

保佐 42,569 46,200 49,134 52,089 54,916 58,162

補助 12,383 13,826 14,898 15,863 16,857 18,078

任意後見 2,655 2,663 2,739 2,773 2,795 2,833

計 232,287 239,933 245,087 249,484 253,941 259,901

0
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成年後見制度の利用者数の推移（令和２年～令和７年）

○ 成年後見制度の各事件類型における利用者数はいずれも増加傾向にある。
○ 令和７年１２月末日時点の利用者数については、成年後見の割合が約６９．６％、保佐の割合が約２２．４％、
補助の割合が約７．０％、任意後見の割合が約１．１％となっている。

成年後見制度の利用状況等

（単位：人）

資料：最高裁判所「成年後見関係事件の概況－令和６年１月～１２月－」 及び「成年後見関係事件の概況－令和７年１月～１２月－」より作成

232,287 239,933 245,087 249,484 253,941 259,901



第二期成年後見制度利用促進基本計画
～ 尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加を図る権利擁護支援の推進 ～

Ⅱ 成年後見制度の利用促進に向けて総合的かつ計画的に講ずべき施策

Ⅰ 成年後見制度の利用促進に当たっての基本的な考え方

○ 成年後見制度利用促進法に基づき、令和４年3月に「第二期成年後見制度利用促進基本計画」（計画期間は令和４～８年度の5年間）を閣議決定

◆ 地域共生社会の実現に向けた権利擁護支援の推進
・ 地域共生社会の実現という目的に向け、本人を中心とした支援・活動における共通基盤となる考

え方として「権利擁護支援」を位置付けた上で、地域連携ネットワークにおける権利擁護支援策の
一層の充実などの成年後見制度利用促進の取組をさらに進めていく。

◆尊厳のある本人らしい生活を継続できるようにするための成年後見制度の運用改善等
・ 以下を基本として成年後見制度の運用改善等に取り組む。
① 本人の自己決定権を尊重し、意思決定支援・身上保護も重視した制度の運用とすること
② 成年後見制度以外の権利擁護支援による対応の可能性についても考慮された上で、適切に成年後

見制度が利用されるよう、連携体制を整備すること
③ 成年後見制度以外の権利擁護支援策を総合的に充実すること
④ 任意後見制度や補助・保佐類型が利用されるための取組を進めること
⑤ 不正防止等の方策を推進すること

◆ 司法による権利擁護支援などを身近なものにするしくみづくり
・ 地域連携ネットワークを通じた福祉と司法の連携強化により、必要な人が必要な時に司法による

権利擁護支援などを適切に受けられるようにしていく。

４ 優先して取り組む事項
（１）任意後見制度の利用促進
（２）担い手の確保・育成等の推進
（３）市町村⾧申立ての適切な実施と成年後見制度利用支援事業の推進
（４）地方公共団体による行政計画等の策定
（５）都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくりの推進

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり
（１）権利擁護支援の地域連携ネットワークの基本的な考え方

－尊厳のある本人らしい生活の継続と地域社会への参加－
（２）地域連携ネットワークの機能

－個別支援と制度の運用・監督－
（３）地域連携ネットワークの機能を強化するための取組

－中核機関のコーディネート機能の強化等を通じた連携・協力による地域づくり－
（４）包括的・多層的な支援体制の構築

２ 尊厳のある本人らしい生活を継続するための成年後見制度の運用改善等
（１）本人の特性に応じた意思決定支援とその浸透
（２）適切な後見人等の選任・交代の推進等
（３）不正防止の徹底と利用しやすさの調和等
（４）各種手続における後見業務の円滑化等

１ 成年後見制度等の見直しに向けた検討と総合的な権利擁護支援策の充実
（１）成年後見制度等の見直しに向けた検討

・ スポット利用の可否／三類型の在り方／成年後見人の柔軟な交代／成年後見
人の報酬の在り方／任意後見制度の在り方

（２）総合的な権利擁護支援策の充実
・ 日常生活自立支援事業等との連携・体制強化／新たな連携による生活支援・

意思決定支援の検討／都道府県単位での新たな取組の検討

成年後見制度利用促進｜厚生労働省 (mhlw.go.jp)第二期基本計画全文 →



成年後見制度利用促進基本計画に係る中間検証報告書のポイント①

今後の対応

１ 成年後見制度等の見直しに向けた検討と総合的な権利擁護支援策の充実

・ 法務大臣による法制審議会に対する諮問(R6.2)

⑴ 成年後見制度等の見直しに向けた検討

⑵ 総合的な権利擁護支援策の充実

・ 法制審議会における調査審議を踏まえた所要の対応

・ 日常生活自立支援事業と成年後見制度等との連携の推進

・ 持続可能な権利擁護支援モデル事業の実施(R4～)

・ 地域共生社会の在り方検討会議における検討(R6.6～)

・ 日常生活自立支援事業の実施体制の抜本的な強化を図る等

・ 地域共生社会の在り方検討会議における検討を進め、所要の対応

・ 生活支援等のサービスにおける意思決定支援の在り方の検討

・ 金融機関における第三者の支援による本人の預貯金の引き出しに関

する理解促進に向けた取組

２ 尊厳のある本人らしい生活を継続するための成年後見制度の運用改善等

⑴ 本人の特性に応じた意思決定支援とその浸透

・ 各種意思決定支援ガイドラインに共通する基本的考え方の整理(R4）

・ 様々な分野における各種研修・周知活動の継続

・ 障害福祉サービス事業等の指定基準の見直し(R6)

・ 都道府県による意思決定支援研修の実施 34都道府県（R6.4)

⑵ 適切な後見人等の選任・交代の推進等

・ 市町村や都道府県における受任者調整の推進

・ 苦情等に対応する関係機関間連携フローの試行(R4～)

・ 法制審議会における後見人等の報酬の在り方を含めた調査審議

・ 後見等事務報告書式の見直し(R7.4開始)

今後の対応

⑶ 不正防止の徹底と利用しやすさの調和等

・ 後見制度支援預貯金・信託の導入割合 72.2％（R6.3末)

・ 家庭裁判所における不正防止に向けた取組の継続

・ 損害を補償する保険等の事後救済の取組の導入

⑴ 成年後見制度等の見直しに向けた検討

⑵ 総合的な権利擁護支援策の充実

⑴ 本人の特性に応じた意思決定支援とその浸透

⑵ 適切な後見人等の選任・交代の推進等

⑶ 不正防止の徹底と利用しやすさの調和等

・ 意思決定支援に関する情報提供・各種研修の更なる充実

・ 家庭裁判所の身上保護事務に対する適切な監督の継続による後見人

等の意識の向上

・ 障害福祉分野の意思決定支援ガイドラインの見直しの検討

・ 権利擁護支援チームの形成支援・自立支援機能の更なる強化

・ 受任者調整に関する手引きの作成

・ 後見人等に関する苦情等への一般的な対応スキームの整理・検討

・ 更なる報酬助成の推進等の早期検討

・ 本人情報シートの更なる活用、研修対象の拡大の検討

・ 後見制度支援預貯金・後見制度支援信託の更なる導入促進

・ 専門職団体における不正防止や保険外での補償に係る取組の促進

⑷ 各種手続における後見事務の円滑化等 ⑷ 各種手続における後見事務の円滑化等
・ 関係省庁・地方公共団体・金融機関における更なる理解促進・ 市町村・金融機関等の窓口対応の向上のための周知等の実施

各施策の進捗状況等

各施策の進捗状況等



成年後見制度利用促進基本計画に係る中間検証報告書のポイント②

今後の対応

今後の対応

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

４ 優先して取り組む事項

ア 地域連携ネットワークづくり・機能強化

・ 市町村・都道府県における体制整備の推進（補助事業・研修）

・ 全国権利擁護相談窓口を通じた専門的助言の実施

・ 成年後見制度利用促進ポータルサイトにおける広報

・ 中核機関の整備状況 1,187市町村(R6.4)

・ 地域共生社会の在り方検討会議における検討(R6.6～)

・ 地域連携ネットワークの関係機関等における相互理解の継続

イ 包括的・多層的な支援体制づくりの促進

・ 成年後見制度の関連諸制度間の連携推進に向けた取組

・ 利用促進に向けた周知活動の継続

・ 任意後見監督人選任の申立てを促す文書送付・利用状況に関する意

識調査の実施(R4.12)

⑴ 任意後見制度の利用促進

⑵ 担い手の確保・育成等の推進

⑶ 市町村長申立ての適切な実施・成年後見制度利用支援事業の推進

⑷ 地方公共団体による行政計画等の策定

⑸ 都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくり

・ 市民後見人養成者数 25,607人(R6.4)

・ 法人後見実施法人数 1,317法人(R6.4)

・ 市町村・中核機関等による親族後見人に対する支援

⑴ 任意後見制度の利用促進

⑵ 担い手の確保・育成等の推進

⑶ 市町村長申立ての適切な実施・成年後見制度利用支援事業の推進

⑷ 地方公共団体による行政計画等の策定

⑸ 都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくり

・ 都道府県・市町村に対する事務連絡の発出(R5.5)

・ 市町村による計画策定・必要な見直し 1,358市町村(R6.4)

・ 都道府県における取組方針の策定 28都道府県(R6.4)

・ 市町村向けの相談窓口の設置、専門アドバイザーの配置

・ 都道府県による協議会設置状況 37都道府県(R6.4)

・ 市町村によるネットワークづくりへの主体的な取組の継続

・ 都道府県による市町村では担えないネットワークづくりの主導

・ 地域連携ネットワークの各支援機能の強化に向けた取組の検討、中

核機関未整備地域における都道府県の協議会の活用促進 等

・ 地域共生社会の在り方検討会議における中核機関の位置づけ・役

割・名称に関する検討

・ 福祉行政と家庭裁判所における適時適切な連絡を可能とするための

しくみの整備

・ 周知活動の強化、利用促進のための更なる取組の検討

・ 法制審議会における調査審議を踏まえた所要の対応

・ 市民後見人の養成推進及び更なる活躍の場の提供の検討

・ 法人後見の担い手育成推進及びガイドラインの作成の検討

・ 親族後見人に対する支援の充実

・ 都道府県による市町村長申立てに関する研修の見直し

・ 地域支援事業・地域生活支援事業の必要な見直しを含めた対応の早

期検討

・ 市町村・都道府県における取組の充実

・ 専門アドバイザーの配置・活躍の促進等を通じた都道府県の更なる

機能強化を推進

各施策の進捗状況等

各施策の進捗状況等



重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗状況について

KPI 進捗状況
（R7.4時点）

任意後見制度の周知・広報

1,573 ／ 1,741市町村

50 ／ 50法務局・地方法務局
（R6.2時点）

286 ／ 286公証役場
（R6.2時点）

担い手の育成方針の策定
36 ／ 47都道府県

市民後見人養成研修の実施
20 ／ 47都道府県

法人後見実施のための研修の
実施
29 ／ 47都道府県

市町村⾧申立てに関する研修
の実施
47 ／ 47都道府県

成年後見制度利用支援事業の
要綱等の見直し
高齢者関係
申立費用 1,012/1,741市町村
報酬 1,057/1,741市町村
障害者関係
申立費用 1,004/1,741市町村
報酬 1,060/1,741市町村

市町村による計画策定・必要
な見直し
1,434 ／ 1,741市町村

都道府県による協議会設置
44 ／ 47都道府県



重要業績評価指標（ＫＰＩ）の進捗状況について

KPI 進捗状況
（R7.4時点）

ー

ー

意思決定支援研修の実施
42 ／ 47都道府県

ー

ー

制度や相談窓口の周知
1,717 ／ 1,741市町村

中核機関の整備
1,340 ／ 1,741市町村



令和7年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査について

（参考）調査概要
（１）実施主体 厚生労働省（社会・援護局、老健局、障害保健福祉部の連名による実施）※調査事務局として、株式会社読売広告社が受託。
（２）調査の目的

成年後見制度利用促進基本計画を踏まえ、自治体における成年後見制度利用促進施策の取組状況を把握し、自治体に対して必要な助言等を
行うことにより体制整備を推進するために行う。

（３）調査時点 令和７年４月１日時点 ※一部調査項目は令和６年度等
（４）調査対象 市区町村及び都道府県
（５）調査方法 成年後見制度利用促進ポータルサイトの自治体・中核機関用ページの調査フォームに各自治体が入力し回答提出

２．令和７年度調査結果（令和７年４月１日時点）の概要

内 容年 月
厚生労働省ホームページ（成年後見制度利用促進）での公表
成年後見制度利用促進専門家会議委員、関係省庁への情報提供2026年４月13日

成年後見制度利用促進専門家会議での報告2026年７月

１．公表スケジュール

第二期計画KPI令和7年度令和6年度主な結果

1,741市町村（100.0%）1,717市町村（98.6%）1,658市町村（95.2%）制度や相談窓口の周知（実施率）

1,741市町村（100.0%）1,573市町村（90.4%）1,188市町村（68.2%）任意後見制度の周知・広報（実施率）

1,741市町村（100.0%）1,340市町村（77.0%）1,187市町村（68.2%）中核機関の整備（整備率）

1,741市町村（100.0%）1,434市町村（82.4%）1,358市町村（78.0%）市町村計画の策定（策定率）

47都道府県（100.0%）44都道府県（93.6%）37都道府県（78.7%）都道府県協議会の設置（設置率）

47都道府県（100.0%）42都道府県（89.4%）34都道府県（72.3%）意思決定支援研修の実施（実施率）

47都道府県（100.0%）47都道府県（100.0%）43都道府県（91.5%）市町村⾧申立て研修の実施（実施率）

47都道府県（100.0%）36都道府県（76.6%）18都道府県（38.3%）担い手の育成方針の策定（策定率）
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（N=1,741）

策定済み
R5,R6年度 策定予定
R7年度 策定予定
R8年度 策定予定
R9年度 策定予定
未定:行政内部で検討中
未定:審議会、策定委員会等の合議体において検討中
未定:具体的な検討なし

％

10.4(181) 20.1(350)

5.3(92) 16.7(291)

3.2(56)14.4(251)

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果

① 市町村計画の策定状況:策定（予定）時期【全体】 ②市町村計画の策定状況:策定（予定）時期【市町村規模別】
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50万人以上
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策定済み

R7年度 策定予定

R8年度 策定予定

R9年度 策定予定

未定:行政内部で検討中

未定:審議会、策定委員会等の合議体において検討中

未定:具体的な検討なし

％

１．市町村の体制整備状況（１） 市町村計画の策定状況
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整備済み

R5,R6年度 整備予定

R7年度 整備予定

R8年度 整備予定

R9年度 整備予定

R10年度 整備予定

未定:行政内部で検討中

未定:審議会、整備委員会等の合議体において検討中

未定:具体的な検討なし

％

１．市町村の体制整備状況（２） 中核機関の整備状況 ①

（１）中核機関の整備状況:整備（予定）時期【全体】 （２）中核機関等の整備状況:整備（予定）時期【市町村規模別】
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（N=532）
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（N=692）
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（N=237）

10～50万人未満

（N=245）

50万人以上

（N=35）

整備済み
R7年度 整備予定
R8年度 整備予定
R9年度 整備予定
R10年度 整備予定
未定:行政内部で検討中
未定:審議会、整備委員会等の合議体において検討中
未定:具体的な検討なし

％

4.7(82) 18.3(319)

10.3(179) 21.5(375)

12.8(223) 25.7(448)

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果



※ 中核機関の運営主体が「委託等」または「直営・一部委託等」
の自治体のみで集計

※ １自治体で複数の機関に委託している場合や、複数の自治体が
１つの機関に 委託している場合がある。

※ 重複を含む。

委託している

機関数
委託先

610社会福祉法人

586うち、社会福祉協議会

23NPO法人

16一般社団法人・公益社団法人

3一般財団法人・公益財団法人

2広域連合

7医療法人・医療法人社団・社会医療法人

1その他（合同会社）

30.7

(411)

16.3

(219)

53.0

(710)

0 20 40 60 80 100

N=1,340

直営 直営+一部委託等 委託等

％

77.3

(310)

7.7

(31)

2.7

(11)

1.0(4) 1.5(6)

2.7

(11)

7.0

(28)

0 20 40 60 80 100

N=401

市町村圏域

広域連合・一部事務組合の広域圏域(介護保険や後期高齢者医療など)

定住自立圏構想の広域圏域

連携中枢都市の広域圏域

老人福祉圏域・障害保健福祉圏域・医療圏域(各法に基づき、都道府県が定める広域圏域)

家庭裁判所の支部・出張所単位

その他

％

（３）中核機関の運営主体（中核機関を整備済みの自治体のみで集計）

（４）中核機関の整備圏域（中核機関を整備済みの自治体のみで集計）

１．市町村の体制整備状況（２）中核機関の整備状況 ②

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果



中核機関による地域連携ネットワークの
コーディネートの取組１．市町村の体制整備状況（３）

中核機関の整備状況 整備済（R7.4時点）:1,340市町村（77.0%）= N 調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日
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権利擁護支援の方針の検討（検討会議の開催等を含む）
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出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果
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(210)

13.2

(229)

12.5

(217)

2.9
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1.3

(23)

1.4

(25)

19.1

(332)

23.3

(406)

27.7
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（N=1,741）

令和６年４月１日

（N=1,741）

令和５年４月１日

（N=1,741）

設置済み

R5,R6年度 設置予定

R7年度 設置予定

R8年度 設置予定

R9年度 設置予定

R10年度 設置予定

未定:行政内部で検討中

未定:地域の関係団体等が参加する合議体において検討中

未定:具体的な検討なし

％

① 協議会の設置状況:設置（予定）時期【全体】 ②協議会の設置状況:設置（予定）時期【市町村規模別】
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11.1(193) 14.5(252)

13.2(230) 13.9(242)

46.2

(246)

59.2
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(161)

18.4

(127)

11.0

(26)
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(16)

5.7

(2)
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１万人未満

（N=532）

１～５万人未満

（N=692）

５～10万人未満

（N=237）

10～50万人未満

（N=245）

50万人以上

（N=35）

設置済み

R7年度 設置予定

R8年度 設置予定

R9年度 設置予定

R10年度 設置予定

未定:行政内部で検討中

未定:地域の関係団体等が参加する合議体において検討中

未定:具体的な検討なし

％

１．市町村の体制整備状況（４） 協議会の設置状況

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果



１．市町村の体制整備状況（５） 都道府県別の状況

協議会中核機関市町村計画
市町村数都道府県No協議会中核機関市町村計画市町村数都道府県No

設置率設置済整備率整備済策定率策定済設置率設置済整備率整備済策定率策定済

78.9%1584.2%1694.7%1819滋賀県2546.4%8349.7%8952.0%93179北海道1

53.8%1469.2%1869.2%1826京都府2680.0%3297.5%39100%4040青森県2
37.2%1641.9%1886.0%3743大阪府2797.0%32100%3387.9%2933岩手県3

65.9%2780.5%3390.2%3741兵庫県2840.0%1457.1%2080.0%2835宮城県4
17.9%733.3%1359.0%2339奈良県2964.0%1680.0%2084.0%2125秋田県5

66.7%2080.0%2483.3%2530和歌山県3051.4%1888.6%3180.0%2835山形県6

52.6%10100%1984.2%1619鳥取県3147.5%2881.4%4886.4%5159福島県7
68.4%1368.4%1389.5%1719島根県3268.2%3084.1%3793.2%4144茨城県8

88.9%2496.3%2692.6%2527岡山県3356.0%1484.0%2192.0%2325栃木県9
43.5%1065.2%1591.3%2123広島県3460.0%2197.1%3494.3%3335群馬県10

89.5%17100%19100%1919山口県3546.0%2982.5%5295.2%6063埼玉県11

50.0%12100%24100%2424徳島県3638.9%2148.1%2672.2%3954千葉県12
88.2%15100%17100%1717香川県3764.5%4072.6%4580.6%5062東京都13

75.0%15100%2095.0%1920愛媛県3881.8%2781.8%2790.9%3033神奈川県14

67.6%2388.2%30100.0%3434高知県3970.0%2176.7%2376.7%2330新潟県15
33.3%2075.0%4576.7%4660福岡県4040.0%686.7%1393.3%1415富山県16

50.0%1095.0%1985.0%1720佐賀県4168.4%1384.2%1684.2%1619石川県17
52.4%1171.4%15100%2121⾧崎県4294.1%16100%17100%1717福井県18

44.4%2082.2%3791.1%4145熊本県4348.1%1366.7%1881.5%2227山梨県19

77.8%1494.4%1794.4%1718大分県4487.0%6796.1%7477.9%6077⾧野県20
69.2%18100%2676.9%2026宮崎県4571.4%3095.2%4097.6%4142岐阜県21

55.8%2481.4%3579.1%3443鹿児島県4671.4%25100%3588.6%3135静岡県22
24.4%1026.8%1161.0%2541沖縄県4792.6%5088.9%4888.9%4854愛知県23

59.4%103477.0%134082.4%14341741全国79.3%2382.8%2486.2%2529三重県24

調査対象:全1,741市町村 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果
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令和９年度中に実施予定 実施に向けて検討している 実施していない（検討中を除く）

③ 都道府県による意思決定支援研修の実施状況

② 都道府県による市町村⾧申立てに関する研修の実施状況

① 都道府県単位の協議会の設置有無

２．都道府県の取組状況（１）（KPIが設定されている取組）

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果
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過去に実施したが、令和７年度は実施しない 実施に向けて検討している 一度も実施していない：検討中を除く
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⑥ 都道府県における法人後見の担い手養成研修の実施状況

⑤ 都道府県における市民後見人養成研修の実施状況

④ 都道府県による担い手の育成方針の策定状況

２．都道府県の取組状況（２）（KPIが設定されている取組）

調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果
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・・令和7年4月1日時点で策定（実施）済み ・・令和7年4月1日時点で策定（実施）予定あり

全国平均 5.0 全国平均 5.0

⑥意思決定
支援研修
の実施

⑤協議会
設置

④市町村⾧
申立てに

関する研修
の実施

③法人後見
実施団体の
養成研修
の実施

②市民後見人
養成研修
の実施

①担い手の
育成方針
の策定

達成項目数(予
定を含む)

都道府県名

◎◎◎◎◎5北海道
◎◎◎○4青森県
◎◎◎◎4岩手県
◎◎◎◎4宮城県
◎◎◎◎◎◎6秋田県
◎◎◎◎◎◎6山形県
◎◎◎◎4福島県
◎◎2茨城県
◎◎◎◎◎5栃木県
◎◎◎◎◎5群馬県
◎◎◎○◎◎6埼玉県
○○◎○4千葉県
◎◎◎◎◎◎6東京都
◎◎◎◎◎◎6神奈川県

◎◎◎◎4新潟県
◎◎◎◎◎○6富山県
◎◎◎○4石川県
◎◎◎◎4福井県
◎◎◎◎◎5山梨県
◎◎◎◎○5⾧野県
◎○◎◎◎5岐阜県
◎◎◎◎◎5静岡県
◎◎◎◎◎◎6愛知県
◎◎◎◎4三重県
◎◎◎◎◎5滋賀県
◎◎◎◎○5京都府
◎◎◎◎◎5大阪府
○◎◎○◎5兵庫県
◎◎◎◎◎◎6奈良県
◎◎◎○◎5和歌山県
◎◎◎◎◎5鳥取県
○◎◎3島根県
◎◎◎◎◎5岡山県
◎◎◎◎◎5広島県
◎◎◎◎○◎6山口県
◎◎◎◎◎◎6徳島県
◎◎◎◎◎◎6香川県
◎◎◎◎◎◎6愛媛県
◎◎◎◎4高知県
◎◎◎◎◎5福岡県
◎◎◎◎○◎6佐賀県
◎◎◎◎◎◎6⾧崎県
◎◎◎◎◎◎6熊本県
◎◎◎◎◎◎6大分県
◎◎◎◎◎◎6宮崎県
◎◎◎○◎5鹿児島県
○◎◎◎4沖縄県

464647312442－達成項目数
(予定を含む)

※◎:令和７年４月１日時点で策定 済み /実 施済み /設置 済み
※○:令和７年４月１日時点で策定 予定あ り /実施 予定あ り
※空欄:検討中 /策定予定なし /実施 予定な し /設置 予定な し

２．都道府県別の取組状況（KPIが設定されている取組）
調査対象:全47都道府県 調査時点:令和7年４月1日

出典:令和７年度 成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果


